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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高の金額には、消費税等は含まれていない。 

 ２ 第98期中、第98期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失であるため記載していない。 

 ３ 第98期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してい

る。 

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 39,086 41,352 37,172 74,912 74,662 

経常利益又は経常損失（△）（百万円） 2,895 △2,196 1,347 4,907 △1,727 

中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失（△）（百万

円） 
1,493 △1,293 735 3,393 △1,047 

純資産額（百万円） 24,145 26,479 25,749 27,669 25,083 

総資産額（百万円） 68,916 79,964 71,872 75,150 73,196 

１株当たり純資産額（円） 484.42 511.92 514.31 534.03 501.41 

１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間（当

期）純損失金額（△）（円） 
29.96 △25.00 14.89 66.52 △20.60 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額（円） 27.08 － 13.93 62.30 － 

自己資本比率（％） 35.0 32.7 35.4 36.8 33.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 4,018 1,138 4,211 6,165 △4,373 

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △166 △539 △1,165 1,054 △1,361 

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 206 30 △670 △1,448 △415 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高（百万円） 12,575 14,987 10,815 14,336 8,210 

従業員数（人） 1,615 1,769 1,815 1,735 1,744 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 第98期中、第98期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失であるため記載していない。 

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 30,297 32,374 27,195 58,663 58,143 

経常利益又は経常損失（△）（百万円） 2,616 △2,829 484 3,823 △2,764 

中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失（△）（百万

円） 
2,048 △1,567 348 3,435 △1,419 

資本金（百万円） 5,868 6,761 6,761 6,761 6,761 

発行済株式総数（千株） 50,033 51,926 51,926 51,926 51,926 

純資産額（百万円） 21,346 22,557 21,194 24,360 21,041 

総資産額（百万円） 57,125 65,729 57,013 62,026 59,945 

１株当たり純資産額（円） 428.25 436.10 428.85 470.25 425.72 

１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間（当

期）純損失金額（△）（円） 
41.10 △30.31 7.04 67.58 △27.93 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額（円） 37.15 － 6.59 63.29 － 

１株当たり配当額（円） 3.5 3.5 4.0 7.0 7.0 

自己資本比率（％） 37.4 34.3 37.2 39.3 35.1 

従業員数（人） 919 970 1,001 927 970 



２【事業の内容】 

当社グループは、当社、当社の子会社９社で構成され、グループが営んでいる主な事業は、フラットパネルデ

ィスプレイ製造装置、半導体製造装置、レーザ応用装置、メディアデバイス製造装置、自動販売機等の製造及び

販売であり、さらに保守サービス並びに事業所建物等の維持管理等の事業活動を展開している。 

当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおり

である。 

（ファインメカトロニクス） 

主な事業内容の異動はない。 

芝浦機電（上海）有限公司については、重要性が増加したため、当中間連結会計期間から連結の範囲に加え

ている。 

（電子・真空機器） 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はない。 

（流通機器システム） 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はない。 

（不動産賃貸） 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はない。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、次のとおり異動があった。 

当中間連結会計期間において、重要性が増加したため連結子会社となった。 

（注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

 ２ 非連結子会社から連結子会社となった。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係については特に記載すべき事項はない。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所 

有割合（％）
関係内容 

  

芝浦機電（上海）有限公

司 

  （注）１、２

中国、上海 
千中国元

3,310
  ファインメカトロニクス 60 

当社に対し役務を提供 

役員の兼任等・・・有 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ファインメカトロニクス 1,143   

電子・真空機器 279   

流通機器システム 174   

不動産賃貸 13   

全社（共通） 206   

合計 1,815   

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,001 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出関連業種が全般に底堅さを保ち設備投資も増勢を維持してお

り、依然として緩やかな拡大を続けている。 

 このような景況下で、当社グループの主要顧客である液晶パネル・半導体・光ディスク関連の業界では、携帯電

話や携帯音楽プレーヤー、大型液晶テレビなどのデジタル家電の需要が堅調に推移した。 

 液晶パネル関連では、前期において設備投資の凍結や延期があったが、当中間連結会計期間より大型パネルをは

じめとする設備投資の動きが活性化しつつある。半導体関連では、デジタル家電の好調により、特にフラッシュメ

モリ用の設備投資が堅調に推移した。光ディスク関連では、ＤＶＤの単価下落と原材料の高騰、需給バランスの調

整や次世代ＤＶＤの動向不透明により、設備投資の回復が遅れている。 

 このような事業環境の下、当社グループでは「商品力・生産力の強化による高収益体質の実現」を基本方針と

し、「半導体事業の拡大」、「液晶事業の収益性改善」、「メディア・真空事業の拡大」などを掲げて、コストリ

ダクションの推進や生産力・調達力の強化などを実施した。さらに、将来への事業を見据えて当社コア技術をベー

スに新分野・成長分野への事業展開を図った。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高37,172百万円（前年同期比10.1%減）、営業利益1,404百万円

（前年同期比3,606百万円増益）、経常利益1,347百万円（前年同期比3,544百万円増益）、中間純利益は735百万円

（前年同期比2,029百万円増益）となった。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

ファインメカトロニクス部門 

 液晶パネル製造装置では、装置に対する価格引下げなどの厳しい要求が続いており、当社グループは収益性の改

善に集中し、コスト低減活動と設計・生産体制の整備などの収益性改善活動をさらに推進している。前連結会計期

間において設備投資の凍結や延期があったが、国内外にて大型パネルをはじめとする設備投資の動きが活性化しつ

つあり、大型パネル用洗浄装置、配向膜インクジェット塗布装置やさらには中小型パネル用液晶滴下システムなど

の需要が拡大している。また大型液晶テレビ用アウターリードボンダは中南米・東欧など納入地域が拡がってき

た。 

 半導体製造装置は、パソコンやデジタルカメラ、携帯音楽プレーヤーに使用されるＮＡＮＤ型フラッシュメモリ

など大手デバイスメーカの堅調な設備投資に支えられ、３００ｍｍウェーハ用アッシング装置、枚葉式洗浄装置、

ウェーハ検査装置が堅調に推移した。 

 この結果、当部門の売上高は27,490百万円（前年同期比20.0%減）、営業利益は前年同期比3,284百万円増益の

874百万円となった。  

電子・真空機器部門 

 メディアデバイス製造装置では、次世代ＤＶＤの規格統合の遅れから、当期においても国内外での設備投資が様

子見となるなど全体として設備投資が低迷しているが、その中でゲームやハイビジョン映画録画用などに使用され

る次世代ＤＶＤ－ＲＯＭ用スパッタリング装置を中心に需要が徐々に高まっている。また、真空応用装置では、モ

バイルディスプレイ用液晶モジュールの真空貼り合せ装置が堅調に推移し、レーザ応用装置では、薄膜太陽電池用

加工装置の需要が急速に拡大している。 

 この結果、当部門の売上高は5,205百万円（前年同期比22.8%増）、営業利益は前年同期比5百万円減益の124百万

円となった。 



流通機器システム部門 

 たばこ自販機は、平成２０年からスタートする成人識別対応機の改作を実施しており、券売機は、非接触カード

対応機の需要が高まり堅調に推移した。 

 この結果、当部門の売上高は3,565百万円（前年同期比93.1％増）、営業利益は前年同期比405百万円増益の419

百万円となった。 

不動産賃貸部門 

 不動産賃貸収入は期初計画どおり推移し、売上高は911百万円（前年同期比0.0%減）、営業利益は前年同期比31

百万円減益の293百万円となった。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

日本 

 国内は、主力のファインメカトロニクス部門において、液晶パネルメーカの設備投資延期の影響を受けたが、Ｎ

ＡＮＤ型フラッシュメモリの堅調な設備投資により半導体製造装置が伸び、売上高は33,256百万円、営業利益は

1,709百万円となった。 

北東アジア 

 韓国、台湾及び中国は、液晶パネルメーカの設備投資延期が影響し、売上高は3,916百万円、営業損失は24百万

円となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、新規連結に伴う増加を含め

前連結会計年度末に比べ2,604百万円増加し、10,815百万円となった。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の営業活動による資金の増加は4,211百万円（前年同期は1,138百万円の増加）となった。こ

れは主にたな卸資産の減少及び税金等調整前中間純利益の計上等によるものである。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は1,165百万円（前年同期は539百万円の減少）となっ

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出等によるものである。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の財務活動による資金の減少は670百万円（前年同期は30百万円の増加）となった。これは

主に短期借入金の返済及び配当金の支払等によるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１ 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値による。 

２ 不動産賃貸の生産高計上はない。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりである。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前年同期比（％） 

ファインメカトロニクス（百万円） 24,352 80.5 

電子・真空機器（百万円） 6,310 106.5 

流通機器システム（百万円） 3,620 167.7 

合計（百万円） 34,283 89.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

ファインメカトロニクス 19,549 88.8 15,976 61.5 

電子・真空機器 5,174 129.7 3,562 95.1 

流通機器システム 3,565 193.1 － － 

不動産賃貸 911 100.0 － － 

合計 29,200 101.5 19,538 65.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前年同期比（％） 

ファインメカトロニクス（百万円） 27,490 80.0 

電子・真空機器（百万円） 5,205 122.8 

流通機器システム（百万円） 3,565 193.1 

不動産賃貸（百万円） 911 100.0 

合計（百万円） 37,172 89.9 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

CHI MEI OPTOELECTRONICS 6,095 14.7 1,496 4.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はない。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、要素技術から製品の開発まで、積極的な研究開発活動を行っている。現在、研究開発は当社の

研究開発部門と事業部の開発・設計部門及び連結子会社の技術部門が推進している。当社グループの研究開発スタ

ッフは約320名である。 

 また、株式会社東芝の生産技術センター及びセミコンダクター社と連携・協力関係を強化の上、先進技術の研究

開発と商品化を効率的に進めている。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は1,622百万円である。この中には、各事業部門に配分で

きない全社共通の要素技術開発費280百万円が含まれている。 

 各事業部門別の研究成果、研究開発費は次のとおりである。 

(1）ファインメカトロニクス 

 液晶製造装置では次世代大型ガラス基板対応のウェットプロセス装置・セル組立装置・配向膜インクジェット塗

布装置、及び大型テレビ用ＯＬＢ／ＰＷＢ装置の開発を、半導体製造装置では３００ｍｍ・次世代デバイス対応洗

浄装置、エッチング装置、アッシング装置、ウェーハ検査装置及び高速高精度ＦＣＢの開発等をあげることができ

る。 

 研究開発費は929百万円である。 

(2）電子・真空機器 

 レーザ応用装置分野ではファイバレーザマーカ、高出力ファイバレーザ、ＦＰＤ用紫外線レーザリペア装置及び

薄膜太陽電池加工装置の開発を、電子・真空機器分野では次世代ディスク（ＨＤ ＤＶＤ、ＢＤ）対応の単層膜ス

パッタ装置、多層膜スパッタリング装置、貼り合せ装置、光触媒対応のスパッタ装置、及び有機ＥＬ関連装置の開

発等をあげることができる。 

 研究開発費は247百万円である。 

(3）流通機器システム 

 自販機・券売機分野では、’０７年度モデルたばこ自販機の開発、成人識別対応たばこ自販機のソフトウェア開

発、既設置たばこ自販機用成人識別改造部材の開発、ワイド型たばこ自販機のモデルチェンジ、薄型シリーズ券売

機のモデルチェンジ開発及び普及型シリーズ券売機の機種追加の開発等をあげることができる。 

  研究開発費は165百万円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等の計画について、重要な変

更はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれていない。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は次のとおりである。 

平成16年２月18日取締役会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項はない。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 51,926,194 同左 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 51,926,194 同左 － － 

 
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在
（平成19年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,215 同左 

新株予約権の数（個） 643 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －    － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,409,344 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 943 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成16年３月22日
至  平成21年２月20日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格   943
資本組入額    472 

同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期
限の利益を喪失した場
合には、以後本新株予
約権を行使することは
できないものとする。
また、各本新株予約権
の一部行使はできない
ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
社債からの分離譲渡は
できない。 

同左 

代用払込みに関する事項       －        －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項       －       － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

  （注） 上記のほか、当社所有の自己株式2,504千株（4.82%）がある。 

年月日 
発行済株式総数
増減数（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 51,926 － 6,761 － 6,939 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社東芝 東京都港区芝浦１－１－１ 18,977 36.54 

バンク オブ ニューヨー
ク ジーシーエム クライ
アント アカウント ジェ
イピーアールディ アイエ
スジー エフイー－エイシ
ー 
 （常任代理人 株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行） 

  
  
PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
  
 
 （東京都千代田区丸の内２－７－１）  

2,137 4.11 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口
４） 

東京都中央区晴海１－８－11 1,462 2.81 

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,060 2.04 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託
口） 

東京都中央区晴海１－８－11 675 1.29 

ゴールドマン・サックス・
インターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券株式会
社） 

133 FLEET STREET LONDON 
EC4A 2BB,U.K 
 
（東京都港区六本木６－10－１） 

658 1.26 

三井物産株式会社 
（常任代理人 資産管理サ
ービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町１－２－１ 
  
（東京都中央区晴海１－８－12） 

365 0.70 

シージーエムエル－ロンド
ン エクイティ 
（常任代理人 シティバン
ク銀行株式会社） 

CITIGROUP CENTRE.CANADA SQUARE. 
CANARY WHARF.LONDON E14 5LB 
 
（東京都品川区東品川２－３－14） 

333 0.64 

東芝保険サービス株式会社 東京都中央区銀座５－２－１ 300 0.57 

ソシエテ ジェネラル パ
リ センター キューエフ 
（常任代理人 ソシエテジ
ェネラル証券会社） 

17 COURS VALMY 92987 PARIS-LA  
DEFENSE CEDEX FRANCE 
 
（東京都港区赤坂１－12－32） 

273 0.52 

計 － 26,241 50.53 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   2,504,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  49,324,000 49,324 － 

単元未満株式 普通株式      98,194 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 51,926,194 － － 

総株主の議決権 － 49,324 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

芝浦メカトロニクス㈱ 
神奈川県横浜市栄区

笠間二丁目５番１号 
2,504,000 － 2,504,000 4.82 

計 － 2,504,000 － 2,504,000 4.82 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 680 790 824 787 791 648 

最低（円） 576 660 724 660 575 540 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成19年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   15,242 11,157   8,598 

２ 受取手形及び売掛
金 

※５   28,285 26,324   25,531 

３ たな卸資産     14,480 12,521   15,918 

４ 繰延税金資産     2,275 1,851   1,581 

５ その他     1,035 301   1,182 

６ 貸倒引当金     △60 △64   △46 

（流動資産計）     61,257 76.6 52,092 72.5   52,766 72.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※２ 14,372   15,418 15,839   

(2）その他   1,136   558 624   

有形固定資産計 ※１   15,508 19.4 15,977 22.2   16,464 22.5

２ 無形固定資産           

(1）無形固定資産     335 0.4 380 0.5   321 0.4

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   373   346 370   

(2）繰延税金資産   1,986   2,517 2,793   

(3) その他   502   563 485   

(4) 貸倒引当金   －   △5 △5   

投資その他の資
産計 

    2,862 3.6 3,421 4.8   3,644 5.0

（固定資産計）     18,706 23.4 19,779 27.5   20,430 27.9

資産合計     79,964 100.0 71,872 100.0   73,196 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成19年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

※５   28,814 21,002   21,682 

２ 短期借入金 
※２ 
  

  2,200 2,869   1,145 

３ 未払法人税等     366 624   353 

４ 未払消費税等     78 －   － 

５ 未払費用     3,774 3,785   3,320 

６ 役員賞与引当金     18 19   12 

７ 受注損失引当金     323 146   373 

８ その他     1,506 1,015   2,530 

（流動負債計）     37,083 46.4 29,463 41.0   29,419 40.2

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債     3,215 3,215   3,215 

２ 長期借入金     4,704 4,804   7,004 

３ 退職給付引当金     4,797 4,977   4,779 

４ 役員退職慰労引当
金 

    132 162   158 

５ 修繕引当金     282 290   296 

６ 負ののれん     268 209   239 

７ 預り保証金     3,000 3,000   3,000 

（固定負債計）     16,401 20.5 16,659 23.2   18,693 25.5

負債合計     53,484 66.9 46,122 64.2   48,112 65.7

            

（純資産の部）             
Ⅰ 株主資本            

１ 資本金     6,761 8.5 6,761 9.4   6,761 9.2

２ 資本剰余金     10,739 13.4 10,739 14.9   10,739 14.7

３ 利益剰余金     8,704 10.9 9,388 13.1   8,769 12.0

４ 自己株式     △214 △0.3 △1,717 △2.4   △1,714 △2.3

株主資本合計     25,989 32.5 25,171 35.0   24,555 33.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券
評価差額金 

    108 0.1 111 0.1   129 0.2

２ 為替換算調整勘
定 

    48 0.1 134 0.2   98 0.1

評価・換算差額等合
計 

    157 0.2 246 0.3   227 0.3

Ⅲ 少数株主持分     332 0.4 331 0.5   301 0.4

純資産合計     26,479 33.1 25,749 35.8   25,083 34.3

負債純資産合計     79,964 100.0 71,872 100.0   73,196 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     41,352 100.0 37,172 100.0   74,662 100.0

Ⅱ 売上原価     37,798 91.4 29,416 79.1   65,321 87.5

売上総利益     3,554 8.6 7,756 20.9   9,340 12.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   5,756 13.9 6,352 17.1   10,970 14.7

営業利益又は営業
損失（△） 

    △2,202 △5.3 1,404 3.8   △1,630 △2.2

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息及び配当
金 

  10   15 42   

２ 賃貸料   52   40 88   

３ 負ののれん償却額   －   29 59   

４ その他の営業外収
益 

  298 361 0.9 68 154 0.4 395 586 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   60   78 121   

２ たな卸資産廃却損   117   17 195   

３ 固定資産廃却損   27   29 43   

４ その他の営業外費
用 

  150 355 0.9 84 210 0.6 323 684 0.9

経常利益又は経常
損失（△） 

    △2,196 △5.3 1,347 3.6   △1,727 △2.3

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間（当
期）純損失（△） 

    △2,196 △5.3 1,347 3.6   △1,727 △2.3

法人税、住民税及
び事業税 

  192   617 540   

法人税等調整額   △1,116 △923 △2.2 12 630 1.7 △1,202 △661 △0.9

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

    21 0.0 △18 △0.1   △18 △0.0

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △1,293 △3.1 735 2.0   △1,047 △1.4

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 10,739 10,223 △214 27,509 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △181   △181 

役員賞与（注）     △45   △45 

中間純損失     △1,293   △1,293 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   △0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △0 △1,519 △0 △1,519 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

6,761 10,739 8,704 △214 25,989 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

125 34 159 328 27,998 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）         △181 

役員賞与（注）         △45 

中間純損失         △1,293 

自己株式の取得         △0 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△16 13 △2 4 1 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△16 13 △2 4 △1,518 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

108 48 157 332 26,479 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 10,739 8,769 △1,714 24,555 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △172   △172 

中間純利益     735   735 

新規連結に伴う増加高     56   56 

自己株式の取得       △2 △2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 619 △2 616 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

6,761 10,739 9,388 △1,717 25,171 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

129 98 227 301 25,083 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △172 

中間純利益         735 

新規連結に伴う増加高         56 

自己株式の取得         △2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△17 36 18 30 48 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△17 36 18 30 665 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

111 134 246 331 25,749 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注１）このうち、△181百万円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 （注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 10,739 10,223 △214 27,509 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注１）     △362   △362 

役員賞与（注２）     △45   △45 

当期純損失     △1,047   △1,047 

自己株式の取得       △1,500 △1,500 

自己株式の処分   △0   0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △0 △1,454 △1,500 △2,954 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 10,739 8,769 △1,714 24,555 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

125 34 159 328 27,998 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注１）         △362 

役員賞与（注２）         △45 

当期純損失         △1,047 

自己株式の取得         △1,500 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

3 63 67 △27 40 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

3 63 67 △27 △2,914 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

129 98 227 301 25,083 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間  

自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

１ 税金等調整前中間純利益又は税金等調整前
中間（当期）純損失（△） 

  △2,196 1,347 △1,727 

２ 減価償却費   567 604 1,165 

３ 負ののれん償却額   － △29 △59 

４ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   △7 17 △16 

５ 退職給付引当金の増減額（減少：△）   △59 99 △58 

６ 受取利息及び受取配当金   △10 △15 △42 

７ 支払利息   60 78 121 

８ 有形固定資産廃却損   27 25 37 

９ 有形固定資産売却損益（益：△）   － 3 △0 

10 投資有価証券売却損益（益：△）   △1 － △8 

11 為替差損益（差益：△）   △19 △24 △7 

12 前受金の増減額（減少：△）   △1,178 △465 △902 

13 売上債権の増減額（増加：△）   △3,505 △681 △699 

14 たな卸資産の増減額（増加：△）   1,229 3,429 △174 

15 仕入債務の増減額（減少：△）   7,701 △473 △79 

16 未払消費税等の増減額（減少：△）   0 153 18 

17 役員賞与の支払額   △45 － △45 

18 その他   △610 506 △711 

小計   1,952 4,574 △3,191 

19 利息及び配当金の受入額   8 18 40 

20 利息の支払額   △60 △78 △122 

21 法人税等の支払額   △762 △304 △1,100 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,138 4,211 △4,373 

 



    
前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間  

自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

１ 定期預金の預入による支出   △43 △70 △307 

２ 定期預金の払戻による収入   9 125 150 

３ 有形固定資産の取得による支出   △696 △1,551 △1,645 

４ 有形固定資産の売却による収入   221 373 474 

５ 投資有価証券の売却による収入   1 － 9 

６ 長期貸付金の回収   0 0 1 

７ その他   △32 △42 △43 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △539 △1,165 △1,361 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

１ 短期借入金の純増減額   103 △478 339 

２ 長期借入金の借入れによる収入   1,500 － 3,800 

３ 長期借入金の返済による支出   △1,370 － △2,670 

４ 自己株式の売却による収入   0 － 0 

５ 自己株式の取得による支出   △0 △2 △1,500 

６ 親会社による配当金の支払額   △203 △172 △362 

７ 少数株主への配当金の支払額   － △17 △22 

財務活動によるキャッシュ・フロー   30 △670 △415 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   21 42 23 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   650 2,416 △6,125 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   14,336 8,210 14,336 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高   － 188 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 14,987 10,815 8,210 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数及び連結子会

社名 

(1）連結子会社の数及び連結子会

社名 

(1）連結子会社の数及び連結子会

社名 

  ７社…芝浦エレテック㈱ 

芝浦自販機㈱ 

芝浦プレシジョン㈱ 

芝浦エンジニアリング㈱ 

芝浦ハイテック㈱ 

台湾芝浦先進科技(股) 

韓国芝浦メカトロニクス㈱ 

８社…芝浦エレテック㈱ 

芝浦自販機㈱ 

芝浦プレシジョン㈱ 

芝浦エンジニアリング㈱ 

芝浦ハイテック㈱ 

台湾芝浦先進科技(股) 

韓国芝浦メカトロニクス㈱ 

芝浦機電（上海）有限公司 

 芝浦機電（上海）有限公司に

ついては、重要性が増加したた

め、当中間連結会計期間から連

結の範囲に加えている。 

７社…芝浦エレテック㈱ 

芝浦自販機㈱ 

芝浦プレシジョン㈱ 

芝浦エンジニアリング㈱ 

芝浦ハイテック㈱ 

台湾芝浦先進科技(股) 

韓国芝浦メカトロニクス㈱ 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

芝浦テクノロジー・インタ

ーナショナル・コーポレー

ション 

芝浦機電（上海）有限公司 

主要な非連結子会社 

芝浦テクノロジー・インタ

ーナショナル・コーポレー

ション 

主要な非連結子会社 

芝浦テクノロジー・インタ

ーナショナル・コーポレー

ション 

芝浦機電（上海）有限公司 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないので連結の範囲

から除いている。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社合計の総資産、

売上高、純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないので連結の範囲から除い

ている。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社の

数及び非連結子会社名 

０社 

(2）非連結子会社（芝浦テクノロ

ジー・インターナショナル・

コーポレーション及び芝浦機

電（上海）有限公司）に対す

る投資については、それぞれ

中間連結純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体とし

ても中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないので

持分法の適用範囲から除外し

ている。 

 非連結子会社（芝浦テクノロ

ジー・インターナショナル・コ

ーポレーション)に対する投資に

ついては、中間連結純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体と

しても中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないので持

分法の適用範囲から除外してい

る。 

 持分法を適用していない非連

結子会社（芝浦テクノロジー・

インターナショナル・コーポレ

ーション、芝浦機電（上海）有

限公司）は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外している。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、台湾芝浦先

進科技(股)、韓国芝浦メカトロニ

クス㈱の中間決算日は６月30日で

ある。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。 

 なお、その他の連結子会社の中

間決算日は、中間連結決算日と一

致している。 

 連結子会社のうち、台湾芝浦先

進科技(股)、韓国芝浦メカトロニ

クス㈱及び芝浦機電（上海）有限

公司の中間決算日は６月30日であ

る。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。 

 なお、その他の連結子会社の中

間決算日は、中間連結決算日と一

致している。 

 連結子会社のうち、台湾芝浦先

進科技(股)、韓国芝浦メカトロニ

クス㈱の決算日は12月31日であ

る。 

 連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な

調整を行っている。 

 なお、その他の連結子会社の決

算日は、連結決算日と一致してい

る。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ）有価証券 (イ）有価証券 (イ）有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定）によっている。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）に

よっている。 

  時価のないもの 

…移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法によっている。 

時価のないもの 

同左 

  (ロ）デリバティブ 

…時価法 

(ロ）デリバティブ 

時価法によっている。 

(ロ）デリバティブ 

  同左 

  (ハ）たな卸資産 (ハ）たな卸資産 (ハ）たな卸資産 

  製品、商品及び原材料  

…主として移動平均法に

よる原価法 

製品、商品及び原材料  

主として移動平均法によ

る原価法によっている。 

製品、商品及び原材料 

 同左 

  半製品及び仕掛品 

…主として個別法による

原価法 

半製品及び仕掛品 

主として個別法による原

価法によっている。 

半製品及び仕掛品 

 同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ）有形固定資産 

 主として定率法を採用して

いる。 

 ただし、第86期取得の研究

開発棟等及び平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定

額法によっている。 

 在外連結子会社について

は、定額法を採用している。  

 なお、主な耐用年数は次の

とおりである。 

(イ）有形固定資産 

 主として定率法を採用して

いる。 

 ただし、第86期取得の研究

開発棟等及び平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定

額法によっている。 

 また、在外連結子会社につ

いては、定額法を採用してい

る。  

 なお、主な耐用年数は次の

とおりである。 

(イ）有形固定資産 

 主として定率法を採用して

いる。 

 ただし、第86期取得の研究

開発棟等及び平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定

額法によっている。 

 また、在外連結子会社につ

いては、定額法を採用してい

る。  

 なお、主な耐用年数は次の

とおりである。 

  建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ２～17年

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ２～17年

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ２～17年

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  

  

────── （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変

更している。これにより損益に

与える影響は軽微である。 

────── 

  ────── （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上してい

る。これにより損益に与える影

響は軽微である。 

────── 

  (ロ）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 ただし、自社利用分のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によってい

る。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  (イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(イ）貸倒引当金 

同左 

  (ロ）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度における

支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上している。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ている。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ18百万円減

少している。 

(ロ）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度における

支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上している。 

────── 

(ロ）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度における

支給見込額を計上している。 

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用してい

る。これにより損益に与える

影響は軽微である。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  (ハ）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失

に備えるため、当中間連結会

計期間末における受注契約に

係る損失見込額を計上してい

る。 

(ハ）受注損失引当金 

同左 

(ハ）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失

に備えるため、当連結会計年

度末における受注契約に係る

損失見込額を計上している。 

  (ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理している。 

(ニ）退職給付引当金 

    同左 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

いる。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法により、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

  (ホ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に充

てるため、内規による必要額

を計上している。 

(ホ）役員退職慰労引当金 

    同左 

(ホ）役員退職慰労引当金 

    同左 

  (ヘ）修繕引当金 

 第86期連結会計年度取得の

研究開発棟について、将来実

施する修繕に係る支出に備え

るため、支出見積額を支出が

行われる年度に至るまでの期

間に配分計上している。 

(ヘ）修繕引当金 

    同左 

(ヘ）修繕引当金 

    同左 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

 なお、在外子会社等の資産及

び負債は、在外子会社等の中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は在

外子会社等の期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて

計上している。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

    同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

 なお、在外子会社等の資産及

び負債は、在外子会社等の決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は在外子

会社等の期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めて計上

している。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

    同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

    同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

  (イ）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては特

例処理の要件を満たしている

ので、特例処理を採用してい

る。 

(イ）ヘッジ会計の方法 

    同左 

(イ）ヘッジ会計の方法 

    同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

  (ハ）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引を行っている。 

(ハ）ヘッジ方針 

    同左 

(ハ）ヘッジ方針 

    同左 

  (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の判定を省略している。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

  (7）消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用してい

る。 

(7）消費税等の会計処理方法 

    同左 

(7）消費税等の会計処理方法 

    同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）の範囲は手許現金、随時

引出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなる。 

    同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）の範囲は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなる。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は26,147百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

いる。  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は24,782百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成している。  

前中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん」として表示

している。  

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間まで区分掲記していた「未払消費税等」は、

当中間連結会計期間末において、負債純資産合計額の100分の５以

下となったため、流動負債の「その他」に含めて表示している。 

なお、当中間連結会計期間末の「未払消費税等」の金額は255百

万円である。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成19年９月30日 

前連結会計年度末 
平成19年３月31日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

13,912百万円である。    

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

14,849百万円である。    

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

14,447百万円である。    

※２ 担保に供している資産    ※２ 担保に供している資産    ※２ 担保に供している資産    

資産の種類 金額 

建物 535百万円 

  (4,424百万WON) 

資産の種類 金額 

現金及び預金 21百万円 

  (165百万WON) 

資産の種類 金額 

現金及び預金   13百万円 

  (105百万WON) 

上記物件は、輸入信用状の開設限度

額299百万円（２百万US$）に対する担

保に供している。 

上記の現金及び預金は、在外連結子

会社の借入金等の債務の包括担保に供

している。 

上記の現金及び預金は、短期借入金

294百万円（2,300百万WON）に対する

担保に供している。 

  資産の種類 金額 

建物 1,133百万円 

  (8,511百万WON) 

資産の種類 金額 

建物   567百万円 

  (4,424百万WON) 

  上記物件は、輸入信用状の開設限度

額320百万円（2,600千US$）に対する

担保に供している。 

上記物件は、輸入信用状の開設限度

額309百万円（2,600千US$）に対する

担保に供している。 

３ 偶発債務 

保証債務 

３ 偶発債務 

保証債務 

３ 偶発債務 

保証債務 

当社の従業員の住宅資金借入金に対

する債務保証 

当社の従業員の住宅資金借入金に対

する債務保証 

当社の従業員の住宅資金借入金に対

する債務保証 

    62百万円   55百万円   58百万円

４ 当社は、資金調達の安定化及び効率化

をはかるため、取引銀行７行と総額100

億円、契約期間３年の特定融資枠契約

（シンジケーション方式によるコミット

メントライン）を締結している。 

４ 当社は、資金調達の安定化及び効率化

を図るため、取引銀行７行と総額100億

円、契約期間３年の特定融資枠契約（シ

ンジケーション方式によるコミットメン

トライン）を締結している。 

４      同左 

特定融資枠契約の総額   10,000百万円

当中間連結会計期間末
借入実行残高 

－百万円

当中間連結会計期間末
未使用枠残高 

  10,000百万円

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

当中間連結会計期間末
借入実行残高 

－百万円

当中間連結会計期間末
未使用枠残高 

10,000百万円

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

当連結会計年度末借入
実行残高 

－百万円

当連結会計年度末未使
用枠残高 

10,000百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手形    

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理している。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末残高に含まれてい

る。 

※５ 中間連結会計期間末日満期手形    

同左 

※５ 連結会計年度末日満期手形    

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理している。なお、当連結会計年度末日

が金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれている。 

 受取手形  214百万円 

 支払手形 1,123百万円 

 受取手形     236百万円

 支払手形      873百万円

 受取手形 305百万円

 支払手形 745百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目と金額は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目と金額は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目と金額は次のとおりである。 

荷造費発送費    191百万円

販売手数料    232百万円

広告宣伝費   19百万円

販売促進費等諸経費   8百万円

従業員給与及び手当    2,253百万円

退職給付引当金繰入額    202百万円

役員退職慰労引当金繰
入額 

  29百万円

減価償却費   74百万円

賃借料    558百万円

研究開発費    1,381百万円

荷造費発送費 161百万円

販売手数料 32百万円

広告宣伝費 19百万円

従業員給与及び手当 2,620百万円

役員賞与引当金繰入額 16百万円

退職給付引当金繰入額 136百万円

役員退職慰労引当金繰
入額 

24百万円

減価償却費 85百万円

賃借料 484百万円

研究開発費 1,600百万円

荷造費発送費 280百万円

販売手数料 268百万円

広告宣伝費 44百万円

従業員給与及び手当 4,243百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円

退職給付引当金繰入額 314百万円

役員退職慰労引当金繰
入額 

55百万円

減価償却費 157百万円

賃借料 991百万円

研究開発費 2,705百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増しによる減少である。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はない。 

 

前連結会計年度末

株式数 

（千株） 

当中間連結会計期

間増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計期

間減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計期

間末株式数 

（千株） 

発行済株式        

  普通株式 51,926 － － 51,926 

   合計 51,926 － － 51,926 

自己株式        

  普通株式（注）１，２ 200 0 0 200 

   合計 200 0 0 200 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円）  

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年６月15日 
普通株式 181 3.5  平成18年３月31日  平成18年６月15日

定時株主総会 

（決議） 

株式の種

類 

配当金の総額 
配当の原資

１株当たり 
基準日 効力発生日 

（百万円） 配当額（円）

 平成18年10月25日 
普通株式 181 利益剰余金 3.5  平成18年９月30日  平成18年12月４日

取締役会 

 

前連結会計年度末

株式数 

（千株） 

当中間連結会計期

間増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計期

間減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計期

間末株式数 

（千株） 

発行済株式        

  普通株式 51,926 － － 51,926 

   合計 51,926 － － 51,926 

自己株式        

  普通株式（注）１ 2,500 3 － 2,504 

   合計 2,500 3 － 2,504 



３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加2,300千株は、取締役会決議による自己株式の取得2,299千株、単元未満

株式の買取りによる増加１千株である。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はない。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円）  

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年５月16日 
普通株式 172 3.5  平成19年３月31日  平成19年６月１日

取締役会 

（決議） 

株式の種

類 

配当金の総額 
配当の原資

１株当たり 
基準日 効力発生日 

（百万円） 配当額（円）

 平成19年10月25日 
普通株式 197 利益剰余金 4.0  平成19年９月30日  平成19年12月４日

取締役会 

 

前連結会計年度末

株式数 

（千株） 

当連結会計年度増

加株式数 

（千株） 

当連結会計年度減

少株式数 

（千株） 

当連結会計年度末

株式数 

（千株） 

発行済株式        

  普通株式 51,926 － － 51,926 

   合計 51,926 － － 51,926 

自己株式        

  普通株式（注）１，２ 200 2,300 0 2,500 

   合計 200 2,300 0 2,500 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円）  

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年６月15日 
普通株式 181 3.5 平成18年３月31日 平成18年６月15日 

定時株主総会 

 平成18年10月25日 

取締役会 
普通株式 181 3.5 平成18年９月30日 平成18年12月４日 

（決議） 

株式の種

類 

配当金の総額 
配当の原資

１株当たり 
基準日 効力発生日 

（百万円） 配当額（円）

 平成19年５月16日 
普通株式 172 利益剰余金 3.5  平成19年３月31日  平成19年６月１日

取締役会 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定      15,242百万円

預入期間が３か月を超
える定期預金 

   △254百万円

現金及び現金同等物      14,987百万円

現金及び預金勘定 11,157百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△342百万円

現金及び現金同等物 10,815百万円

現金及び預金勘定 8,598百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△387百万円

現金及び現金同等物 8,210百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

2,410 996 1,413 

工具・器具
及び備品 

879 269 609 

その他 766 455 310 

合計 4,056 1,722 2,334 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

2,674 1,354 1,320

工具・器具
及び備品 

990 378 612

その他 647 407 239

合計 4,313 2,141 2,172

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装
置 

2,367 1,108 1,258

工具・器具
及び備品 

914 288 625

その他 684 429 255

合計 3,965 1,826 2,139

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内      846 百万円

１年超      1,536 百万円

合計        2,383 百万円

１年内        778 百万円

１年超      1,452 百万円

合計         2,230 百万円

１年内         804 百万円

１年超         1,390 百万円

合計        2,194 百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 482 百万円

減価償却費相当額   449 百万円

支払利息相当額    42 百万円

支払リース料   486 百万円

減価償却費相当額     449 百万円

支払利息相当額     41 百万円

支払リース料     1,012 百万円

減価償却費相当額      939 百万円

支払利息相当額     84 百万円

（４）減価償却費及び支払利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっている。 

・支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を支払利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

（４）減価償却費及び支払利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・支払利息相当額の算定方法 

同左 

（４）減価償却費及び支払利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・支払利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料           

１年内  6 百万円

１年超    4 百万円

合計    10 百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料           

１年内   5 百万円

１年超     4 百万円

合計     9 百万円

２ オペレーティング・リース取引     

   未経過リース料           

１年内   7 百万円

１年超     6 百万円

合計    13 百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 138 320 181 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

計 138 320 181 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 52 

(2）その他有価証券   

非上場株式 0 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 138 293 155 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

計 138 293 155 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 52 

(2）その他有価証券   

非上場株式 0 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

該当事項はない。 

なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いている。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

該当事項はない。 

なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いている。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

該当事項はない。 

なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いている。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 138 318 180 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

計 138 318 180 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

9  8  － 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式   

    非上場株式 52 

(2) その他有価証券   

非上場株式 0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） １ 事業区分の方法は、社内管理上採用している区分によっている。 

２ 各区分の主要な事業内容 

①ファインメカトロニクス………フラットパネルディスプレイ製造装置（洗浄装置、剥離装置、エッチング

装置、現像装置、配向膜インクジェット塗布装置、セル組立装置、アウタ

ーリードボンディング装置）、半導体製造装置（洗浄装置、エッチング装

置、アッシング装置、ダイボンディング装置、インナーリードボンディン

グ装置、フリップチップボンディング装置、半導体検査装置）、非破壊検

査事業、鉄道線路保守用機器等 

②電子・真空機器…………………レーザ加工装置、マイクロ波応用装置、メディアデバイス製造装置（スパ

ッタリング装置、真空貼り合せ装置）、産業用真空蒸着装置、二次電池製

造装置、精密部品製造装置、その他自動化機器、真空ポンプ等 

③流通機器システム………………自動販売機、自動券売機等 

④不動産賃貸………………………不動産賃貸及び管理業務等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の234百万円は、当社の研究開発費のうち

全社共通に係る要素開発費用である。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注） １ 事業区分の方法は、社内管理上採用している区分によっている。 

２ 各区分の主要な事業内容 

①ファインメカトロニクス………フラットパネルディスプレイ製造装置（洗浄装置、剥離装置、エッチング

装置、現像装置、配向膜インクジェット塗布装置、セル組立装置、アウタ

ーリードボンディング装置）、半導体製造装置（洗浄装置、エッチング装

置、アッシング装置、ダイボンディング装置、インナーリードボンディン

グ装置、フリップチップボンディング装置、半導体検査装置）、非破壊検

査事業、鉄道線路保守用機器等 

②電子・真空機器…………………レーザ応用装置、マイクロ波応用装置、メディアデバイス製造装置（スパ

ッタリング装置、真空貼り合せ装置）、産業用真空蒸着装置、二次電池製

造装置、精密部品製造装置、その他自動化機器、真空ポンプ等 

③流通機器システム………………自動販売機、自動券売機等 

④不動産賃貸………………………不動産賃貸及び管理業務等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の280百万円は、当社の研究開発費のうち

全社共通に係る要素開発費用である。 

  

ファイン
メカトロ
ニクス 
（百万円） 

電子・真
空機器 
（百万円）

流通機器
システム 
（百万円）

不動産
賃貸 
(百万円)

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 34,354 4,239 1,845 911 41,352 － 41,352 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
63 55 － － 119 (119)  － 

計 34,418 4,295 1,845 911 41,471 (119)  41,352 

営業費用 36,854 4,166 1,832 586 43,440 114 43,554 

営業利益又は営業損失（△） △2,436 129 13 324 △1,968 (234)  △2,202 

  

ファイン
メカトロ
ニクス 
（百万円） 

電子・真
空機器 
（百万円）

流通機器
システム 
（百万円）

不動産
賃貸 
(百万円)

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 27,490 5,205 3,565 911 37,172 － 37,172 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
58 13 － － 71 (71)  － 

計 27,549 5,218 3,565 911 37,244 (71)  37,172 

営業費用 26,701 5,094 3,145 618 35,560 208 35,768 

営業利益 847 124 419 293 1,684 (280)  1,404 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） １ 事業区分の方法は、社内管理上採用している区分によっている。 

２ 各区分の主要な事業内容 

①ファインメカトロニクス………フラットパネルディスプレイ製造装置（洗浄装置、剥離装置、エッチング

装置、現像装置、配向膜インクジェット塗布装置、セル組立装置、アウタ

ーリードボンディング装置）、半導体製造装置（洗浄装置、エッチング装

置、アッシング装置、ダイボンディング装置、インナーリードボンディン

グ装置、フリップチップボンディング装置、半導体検査装置）、非破壊検

査事業、鉄道線路保守用機器等 

②電子・真空機器…………………レーザ応用装置、マイクロ波応用装置、メディアデバイス製造装置（スパ

ッタリング装置、真空貼り合せ装置）、産業用真空蒸着装置、二次電池製

造装置、精密部品製造装置、その他自動化機器、真空ポンプ等 

③流通機器システム………………自動販売機、自動券売機等 

④不動産賃貸………………………不動産賃貸及び管理業務等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の394百万円は、当社の研究開発費のうち

全社共通に係る要素開発費用である。 

【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりである。 

北東アジア……台湾、大韓民国、中華人民共和国 

３．当中間連結会計期間より、全セグメントの売上高の合計に占める本邦売上高の割合が90％以下となったた

め、日本と北東アジアを区分して、所在地別セグメント情報を記載している。 

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の280百万円は、当社の研究開発費のうち全

社共通に係る要素開発費用である。 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１

日 至平成19年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略している。 

  

ファイン
メカトロ
ニクス 
（百万円） 

電子・真
空機器 
（百万円）

流通機器
システム 
（百万円）

不動産
賃貸 
(百万円)

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 59,118 9,527 4,192 1,823 74,662 － 74,662 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
131 130 － － 261 (261) － 

計 59,249 9,658 4,192 1,823 74,924 (261) 74,662 

営業費用 61,628 9,338 4,090 1,101 76,160 132 76,292 

営業利益又は営業損失（△） △2,379 319 102 721 △1,235 (394)  △1,630 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）   

  
日本 

（百万円） 
北東アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

 売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 33,256 3,916 37,172 － 37,172 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
2,119 556 2,676 (2,676) － 

  計 35,376 4,472 39,848 (2,676) 37,172 

 営業費用 33,667 4,497 38,164 (2,395) 35,768 

 営業利益又は営業損失（△） 1,709 △24 1,684 (280) 1,404 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1）北東アジア ……台湾、大韓民国、中華人民共和国 

(2）その他の地域……アメリカ、ポーランド 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1）北東アジア ……台湾、大韓民国、中華人民共和国 

(2）その他の地域……メキシコ、ポーランド 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1）北東アジア ……台湾、大韓民国、中華人民共和国 

(2）その他の地域……アメリカ、ポーランド 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  北東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 18,339 1,956 20,296 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     41,352 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
44.4 4.7 49.1 

  北東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 9,232 3,838 13,070 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     37,172 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
24.8 10.4 35.2 

  北東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 27,953 4,332 32,286 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     74,662 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
37.4 5.8 43.2 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額は、１株当たり中間

純損失であるため記載していない。 

１株当たり純資産額     511.92円

１株当たり中間純損失
金額 

  25.00円

１株当たり純資産額 514.31円

１株当たり中間純利益
金額 

14.89円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

13.93円
 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額は、１株当たり当期

純損失であるため記載していない。 

１株当たり純資産額 501.41円

１株当たり当期純損失
金額 

20.60円

  
前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり中間純利益金額又は１株当

たり中間（当期）純損失金額 
      

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（百万円） 
△1,293 735 △1,047 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）（百万円） 
△1,293 735 △1,047 

期中平均株式数（千株） 51,725 49,423 50,831 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
－ －  － 

普通株式増加数（千株） － 3,409 － 

（うち新株予約権付社債）  (－)  (3,409)  (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

───── ───── ───── 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

該当事項はない。 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

(自己株式の取得) 

 当社は、平成18年10月25日開催の取締役

会において、会社法第459条第１項の規定に

よる定款の定めに基づき、自己株式を取得

することを決議した。 

１．自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資

本政策を遂行するため。 

２．取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

   普通株式 

（２）取得する株式の総数 

   230万株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

15億円（上限） 

（４）取得する期間 

平成18年10月26日から平成18年11月

22日まで 

又、上記決議に基づき、自己株式の取得

を実施した。取得した株式の総数は2,299

千株、取得価額は1,499百万円である。 

 ──────  ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間会計期間末 
平成19年９月30日 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   10,689   5,917 3,805   

２ 受取手形 ※５ 283   48 105   

３ 売掛金   22,012   19,990 21,188   

４ たな卸資産   11,728   10,215 12,823   

５ その他 ※２ 2,656   1,783 2,297   

６ 貸倒引当金   △31   △21 △21   

（流動資産計）     47,339 72.0 37,934 66.5   40,199 67.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物   12,998   13,497 13,908   

(2）機械及び装置   46   37 42   

(3）その他   964   578 644   

有形固定資産計 ※１   14,009 21.3 14,112 24.8   14,595 24.3

２ 無形固定資産           

(1）無形固定資産     282 0.4 260 0.5   272 0.5

３ 投資その他の資産           

(1）繰延税金資産   1,770   2,315 2,565   

(2）その他   2,327   2,396 2,318   

(3）貸倒引当金   －   △5 △5   

投資その他の資産
計 

    4,097 6.3 4,705 8.2   4,878 8.1

（固定資産計）     18,389 28.0 19,078 33.5   19,746 32.9

資産合計     65,729 100.0 57,013 100.0   59,945 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間会計期間末 
平成19年９月30日 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※５ 4,400   3,098 3,565   

２ 買掛金   17,755   10,875 12,779   

３ 短期借入金   1,300   2,200 0   

４ 未払法人税等   69   106 46   

５ 未払費用   3,098   3,182 2,770   

６ 役員賞与引当金   18   16 9   

７ 受注損失引当金   323   146 373   

８ その他   779   462 1,583   

（流動負債計）     27,746 42.2 20,088 35.2   21,127 35.2

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債   3,215   3,215 3,215   

２ 長期借入金   4,704   4,804 7,004   

３ 退職給付引当金   4,120   4,290 4,138   

４ 役員退職慰労引当
金 

  102   130 122   

５ 修繕引当金   282   290 296   

６ 預り保証金   3,000   3,000 3,000   

（固定負債計）     15,425 23.5 15,730 27.6   17,777 29.7

負債合計     43,172 65.7 35,818 62.8   38,904 64.9

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     6,761 10.3 6,761 11.9   6,761 11.3

２ 資本剰余金           

（１）資本準備金   6,939   6,939 6,939   

（２）その他資本剰余
金 

  3,799   3,799 3,799   

資本剰余金合計     10,739 16.3 10,739 18.8   10,739 17.9

３ 利益剰余金           

（１）利益準備金   353   353 353   

（２）その他利益剰余
金 

          

別途積立金   300   300 300   

繰越利益剰余金   4,519   4,661 4,486   

利益剰余金合計     5,172 7.9 5,314 9.3   5,139 8.6

４ 自己株式     △214 △0.3 △1,717 △3.0   △1,714 △2.9

株主資本合計     22,457 34.2 21,097 37.0   20,924 34.9

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    99 0.1 97 0.2   116 0.2

評価・換算差額等合
計 

    99 0.1 97 0.2   116 0.2

純資産合計     22,557 34.3 21,194 37.2   21,041 35.1

負債純資産合計     65,729 100.0 57,013 100.0   59,945 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     32,374 100.0 27,195 100.0   58,143 100.0

Ⅱ 売上原価     31,519 97.4 22,520 82.8   54,115 93.1

売上総利益     854 2.6 4,675 17.2   4,028 6.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,025 12.4 4,363 16.0   7,435 12.8

営業利益又は営業
損失（△） 

    △3,170 △9.8 311 1.2   △3,407 △5.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   680 2.1 432 1.6   1,285 2.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   340 1.0 260 1.0   642 1.1

経常利益又は経常
損失（△） 

    △2,829 △8.7 484 1.8   △2,764 △4.8

税引前中間純利益
又は税引前中間
（当期）純損失
（△） 

    △2,829 △8.7 484 1.8   △2,764 △4.8

法人税、住民税及
び事業税 

  15   112 25   

法人税等調整額   △1,277 △1,262 △3.9 23 136 0.5 △1,369 △1,344 △2.4

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △1,567 △4.8 348 1.3   △1,419 △2.4

                      



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 6,939 3,800 10,739 353 300 6,303 6,956 △214 24,242 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △181 △181   △181 

役員賞与（注）             △36 △36   △36 

中間純損失             △1,567 △1,567   △1,567 

自己株式の取得                 △0 △0 

自己株式の処分     △0 △0         0 0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △0 △0 － － △1,784 △1,784 △0 △1,785 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

6,761 6,939 3,799 10,739 353 300 4,519 5,172 △214 22,457 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

117 117 24,360 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △181 

役員賞与（注）     △36 

中間純損失     △1,567 

自己株式の取得     △0 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△17 △17 △17 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△17 △17 △1,802 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

99 99 22,557 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 6,939 3,799 10,739 353 300 4,486 5,139 △1,714 20,924 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当             △172 △172   △172 

中間純利益             348 348   348 

自己株式の取得                 △2 △2 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － － 175 175 △2 172 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

6,761 6,939 3,799 10,739 353 300 4,661 5,314 △1,717 21,097 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

116 116 21,041 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △172 

中間純利益     348 

自己株式の取得     △2 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△19 △19 △19 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△19 △19 153 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

97 97 21,194 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注１）このうち、△181百万円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 （注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 6,939 3,800 10,739 353 300 6,303 6,956 △214 24,242 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注１）             △362 △362   △362 

役員賞与（注２）             △36 △36   △36 

当期純損失             △1,419 △1,419   △1,419 

自己株式の取得                 △1,500 △1,500 

自己株式の処分     △0 △0         0 0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △0 △0 － － △1,817 △1,817 △1,500 △3,317 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,761 6,939 3,799 10,739 353 300 4,486 5,139 △1,714 20,924 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

117 117 24,360 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注１）     △362 

役員賞与（注２）     △36 

当期純損失     △1,419 

自己株式の取得     △1,500 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△0 △0 △0 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△0 △0 △3,318 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

116 116 21,041 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

① 製品、商品及び原材料  

移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

① 製品、商品及び原材料  

同左 

(3）たな卸資産 

① 製品、商品及び原材料 

同左 

  ② 半製品及び仕掛品 

個別法による原価法 

② 半製品及び仕掛品 

同左 

② 半製品及び仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償却方法 (1）有形固定資産 

 定率法を採用している。 

 ただし、第86期取得の研究開

発棟等及び平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用している。 

 ただし、第86期取得の研究開

発棟等及び平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用している。 

 ただし、第86期取得の研究開

発棟等及び平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

  建物 ３～50年

機械及び装置 ４～17年

建物 ３～50年

機械及び装置 ４～17年

  

建物 ３～50年

機械及び装置 ４～17年

  ────── （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

している。これにより損益に与

える影響は軽微である。 

────── 

  ────── （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。こ

れにより損益に与える影響は軽

微である。 

────── 

 



項目 
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 ただし、自社利用分のソフト

ウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっている。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上している。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ18百万円減少している。 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上している。 

────── 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額を計上している。 

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）

を適用している。 

 これにより損益に与える影響

は軽微である。 

  (3）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

における受注契約に係る損失見

込額を計上している。 

(3）受注損失引当金 

同左 

(3）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当事業年度末にお

ける受注契約に係る損失見込額

を計上している。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理してい

る。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により、

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしている。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規による必要額を計

上している。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

  (6）修繕引当金 

 第86期取得の研究開発棟につ

いて、将来実施する修繕に係る

支出に備えるため、支出見積額

を支出が行われる年度に至るま

での期間に配分計上している。 

(6）修繕引当金 

同左 

(6）修繕引当金 

同左 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

５ 重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては特例

処理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用している。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っている。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効性

の判定を省略している。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

(1）消費税等の会計処理について 

同左 

(1）消費税等の会計処理について 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は22,557百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成している。  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

いる。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は21,041百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成している。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間会計期間末 
平成19年９月30日 

前事業年度末 
平成19年３月31日 

※１ 減価償却累計額       

  有形固定資産       13,362百万円             14,160百万円             13,802百万円 

※２ 消費税等の取扱い  仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し、相殺後の金額は、流動資

産の「その他」に含めて表示して

いる。 

 同左 ───── 

３ 偶発債務       

  保証債務 従業員の住宅資金借入金に対す

る債務保証 

  62百万円 

従業員の住宅資金借入金に対す

る債務保証 

    55百万円 

従業員の住宅資金借入金に対す

る債務保証 

    58百万円 

４ 貸出コミットメント  当社は、資金調達の安定化及び

効率化をはかるため、取引銀行７

行と総額100億円、契約期間３年の

特定融資枠契約（シンジケーショ

ン方式によるコミットメントライ

ン）を締結している。 

 当社は、資金調達の安定化及び

効率化を図るため、取引銀行７行

と総額100億円、契約期間３年の特

定融資枠契約（シンジケーション

方式によるコミットメントライ

ン）を締結している。 

 同左 

    特定融資枠契約の
総額 

10,000百万円

当中間会計期間末
借入実行残高 

－百万円

当中間会計期間末
未使用枠残高 

10,000百万円

特定融資枠契約の
総額 

10,000百万円

当中間会計期間末
借入実行残高 

 －百万円

当中間会計期間末
未使用枠残高 

10,000百万円

特定融資枠契約の
総額 

10,000百万円

当事業年度末借入
実行残高 

 －百万円

当事業年度末未使
用枠残高 

10,000百万円

※５ 期末日満期手形  中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

している。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間期末日満期手形が

中間期末残高に含まれている。 

 受取手形  30百万円

 支払手形  863百万円

 同左 

  

  

  

  

  

 受取手形 35百万円

 支払手形 563百万円

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理をしている。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に

含まれている。 

 受取手形 55百万円

 支払手形 531百万円

項目 
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

※１ 営業外収益のうち主要なもの       

  受取利息 

受取配当金 

賃貸料 

 4百万円 

     351百万円 

   104百万円 

  7百万円 

        267百万円 

      101百万円 

  12百万円 

        792百万円 

      203百万円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの       

  支払利息 

たな卸資産廃却損 

  46百万円 

   99百万円 

    64百万円 

     16百万円 

      104百万円 

        148百万円 

３ 減価償却実施額       

  有形固定資産 

無形固定資産 

   450百万円 

  34百万円 

      492百万円 

    35百万円 

        913百万円 

    70百万円 

  計    484百万円       527百万円           983百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増しによる減少である。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加2,300千株は、取締役会決議による自己株式の取得2,299千株、単元未満

株式の買取りによる増加１千株である。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少である。 

 
前事業年度末株式

数（千株） 
当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式（注）１，２ 200 0 0 200 

合計 200 0 0 200 

 
前事業年度末株式

数（千株） 
当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式（注） 2,500 3 － 2,504 

合計 2,500 3 － 2,504 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 200 2,300 0 2,500 

合計 200 2,300 0 2,500 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

項目 
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１ リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及
び装置 

1,923 737 1,186

工具、
器具及
び備品 

762 238 523

その他 627 365 262

合計 3,313 1,341 1,972

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及
び装置 

2,115 957 1,158

工具、
器具及
び備品 

823 328 495

その他 552 349 202

合計 3,492 1,635 1,856

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及
び装置 

1,777 736 1,041

工具、
器具及
び備品 

768 254 514

その他 573 366 207

合計 3,120 1,356 1,763

  ２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内   709 百万円 

１年超  1,301 百万円 

合計  2,010 百万円 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内   663 百万円 

１年超  1,239 百万円 

合計  1,903 百万円 

２ 未経過リース料期末残高相当額

  

１年内   649 百万円 

１年超  1,155 百万円 

合計  1,805 百万円 

  ３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  (1）支払リース料 

   411 百万円 

(1）支払リース料 

     396 百万円 

(1）支払リース料 

      834 百万円 

  (2）減価償却費相当額 

384 百万円 

(2）減価償却費相当額 

  367 百万円 

(2）減価償却費相当額 

       777 百万円 

  (3）支払利息相当額 

35 百万円 

(3）支払利息相当額 

 34 百万円 

(3）支払利息相当額 

    68 百万円 

  ４ 減価償却費及び支払利息相当額

の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。    

・支払利息相当額の算定方法  

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を支払利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

いる。   

    

４ 減価償却費及び支払利息相当額

の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法

同左 

  

  

・支払利息相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費及び支払利息相当額

の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

・支払利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・

リース取引 

未経過リース料          

１年内 6 百万円 

１年超   4 百万円 

合計      10 百万円 

未経過リース料          

１年内  5 百万円 

１年超    4 百万円 

合計    9 百万円 

未経過リース料          

１年内       7 百万円 

１年超       6 百万円 

合計  13 百万円 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額は、１株当たり中間

純損失であるため記載していない。 

１株当たり純資産額     436.10円

１株当たり中間純損失
金額 

     30.31円

１株当たり純資産額     428.85円

１株当たり中間純利益
金額 

      7.04円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

      6.59円
  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額は、１株当たり当期純

損失であるため記載していない。 

１株当たり純資産額     425.72円

１株当たり当期純損失
金額 

     27.93円

  
前中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

１株当たり中間純利益金額又は１株当

たり中間（当期）純損失金額 

      

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（百万円） 
△1,567 348 △1,419 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）（百万円） 
△1,567 348 △1,419 

期中平均株式数（千株） 51,725 49,423 50,831 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株） － 3,409 － 

（うち新株予約権付社債）  (－)  (3,409)  (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

───── ───── ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

(自己株式の取得) 

 当社は、平成18年10月25日開催の取締役

会において、会社法第459条第１項の規定に

よる定款の定めに基づき、自己株式を取得

することを決議した。 

１．自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資

本政策を遂行するため。 

２．取得の内容 

（１）取得する株式の種類 

   普通株式 

（２）取得する株式の総数 

   230万株（上限） 

（３）株式の取得価額の総額 

   15億円（上限） 

（４）取得する期間 

平成18年10月26日から平成18年11月

22日まで 

 又、上記決議に基づき、自己株式の取得

を実施した。取得した株式の総数は2,299千

株、取得価額は1,499百万円である。 

────── ────── 



(2）【その他】 

平成19年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(1) 中間配当による配当金の総額         197百万円 

(2) １株当たりの金額              ４円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成19年12月４日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

   有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第98期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月21日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１２日

芝浦メカトロニクス株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 石塚 達郎   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 上林 敏子   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 久保澤 和彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている芝浦

メカトロニクス株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、芝浦メカトロニクス株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１２日

芝浦メカトロニクス株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 石塚 達郎   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 上林 敏子   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 久保澤 和彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている芝浦メカトロニクス株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、芝浦メカトロニクス株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１２日

芝浦メカトロニクス株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 石塚 達郎   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 上林 敏子   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 久保澤 和彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている芝浦

メカトロニクス株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９８期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、芝浦メカトロニクス株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月１２日

芝浦メカトロニクス株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 石塚 達郎   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 上林 敏子   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 久保澤 和彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている芝浦メカトロニクス株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第９９期事業年度の中間会計

期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、芝浦メカトロニクス株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 
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